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■第Ⅱ編：電気
通信事業者

・参入規制
・ユニバーサル
サービス

・地域事業者へ

■第Ⅲ編：無線に
関する規定

・無線通信（放送・
衛星含む）の参
入規制

等

ＥＵ指令に基づく
規律

【参入規制】
・番組ｻｰﾋﾞｽ免許
・ﾏﾙﾁﾌﾟﾚｯｸｽｻｰﾋﾞ
ｽ免許

【番組規律】

ＥＵ指令に基づく
規律

【参入規制】
・番組サービス
の許可
・ﾏﾙﾁﾌﾟﾚｯｸｽに
係る許可
・放送局免許

ＥＵ指令に基づく
規律

【参入規制】
・放送サービス
の免許
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基本法
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委員会の権限
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・番組規律
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■電波法
・無線局免許
等

■電気通信事
業法

■電波法
・無線局免許等

■放送法
・受委託放送
・番組規律 等
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地域事業者へ
の特別規定

等
■第Ⅲ編：無線
に関する規定

・無線通信の
参入規制 等

等
■第Ⅵ編：ｹｰﾌﾞ
ﾙｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ
・ｹｰﾌﾞﾙｻｰﾋﾞｽの
参入規制
・電気通信事業者
による映像配信
ｻｰﾋﾞｽの提供

【番組規律】
・青少年保護
・報道番組規律
・欧州制作番組確
保
・広告規制

等

放送局免許

【番組規律】
・青少年保護
・報道番組規律
・欧州制作番組
確保
・広告規制等

青少年保護
・報道番組規律
・欧州制作番組
確保
・広告規制 等

など

電気通信網の
運用 等

■電気通信事業
法
・免許制
・競争促進
・設備管理

送内容の事後
審議、韓国製
番組割当、広
告規制 等）

■インターネッ
トマルチメディ
ア放送事業法

業法
・参入の登録・
届出

・接続規制
・ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙｻｰ
ﾋﾞｽ

・利用者保護
等

番組規律 等

■有線ﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝ放
送法

・施設許可
・事業の届出
・再送信
・番組規律 等

など
ｻ ﾋ ｽの提供

など

このほか、96年法
によりVﾁｯﾌﾟ等を
規定

など
広告規制等

など

設備管理
・不法通信の
禁止 等

■電波法
・無線局免許 等

ア放送事業法
・許可、登録等
・公正競争（占
有率規制、設
備同等提供）
・利用者保護等

等 番組規律 等

■電気通信役務
利用放送法

・参入の登録
・番組規律 等

※１ 衛星、ケーブルを含めて記述。 ※２ 放送ネットワークについては、ＥＵ指令に基づき、通信に係る法制で規律している。


